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タクシン体制崩壊
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概 況

２００６年９月１９日夜，ソンティ・ブーンヤラットカリン陸軍司令官が率いる国軍

がクーデタを決行した。国軍はただちに戒厳令を発令し，バンコク市内の要所を

制圧するとともに，同日深夜には国王に謁見して全権掌握を宣言した。こうして

過去２回の総選挙で圧倒的勝利を収め，不動の地位を築いたかに思われたタクシ

ン政権は崩壊した。混迷する政局に苛立ちを覚えていた都市住民は，クーデタを

歓迎した。一方，タクシン首相支持者が多い地方や農村の住民は，不満を持ちつ

つ事態を見守っている。

クーデタ後，スラユット・チュラーノンを首班とする新内閣が発足した。混迷

する政局打開の期待を担って発足したスラユット政権であるが，クーデタの理由

であったはずの前政権の汚職・不正追及，南部国境県での治安回復で，具体的な

成果を出せないでいる。

経済面では，原油高と高金利に加えて政治の混乱で国内消費と投資が抑制され

た。ひとり気を吐いたのは輸出であるが，そこにもバーツ高というマイナス要因

が忍び寄った。新政権のもと中央銀行は，短期流入外資の３０％強制預入という劇

的な手段に訴え，外国人投資家を驚愕させた。タクシン首相一族による外資への

大量株式売却が政治問題化したために，新政権は外資への規制を強化する法改正

に取りかかり，これもまた外資の不信感を高める結果となっている。

国内の政局混乱の煽りを受け，対外関係はほとんど具体的進展を見なかった。

２月の国会解散により，外国政府との通商交渉は正式な内閣成立まで見送られた。

またクーデタ以後，スラユット政権は国際的信頼回復に忙殺された。そうした状

況のなか，スラユット政権は FTA 政策交渉過程の見直しや隣国マレーシアとの

関係改善を進め，タクシン政権の対外政策路線から転換を図りつつある。

新政権はタクシン体制の否定を使命として生まれたが，内政安定のためポピュ

リスト政策を安易に捨てることはできず，また経済安定のため市場重視政策から
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逸脱するわけにもいかず，困難な道を歩まざるをえない。

国 内 政 治

シン社株式売却問題と国会解散

９月のクーデタに至る政局混乱は，タクシン一族によるシン社（Shin Corporation

Plc．）株売却に端を発した。タクシン首相や閣僚への利益誘導問題を焦点とし

て，２００５年に盛り上がりを見せた反政権市民集会は，同年末には終息に向かうか

に思われた。一部のマスコミは，集会主導者ソンティ・リムトーンクンの行動の

裏に，首相との個人的確執やビジネス上の動機を指摘しており，国民の間ではソ

ンティの運動に対する懐疑が芽生えつつあった。このため一時は８万人にまで膨

れあがった反政権集会の参加者は，１２月２３日の集会では１万人程度にまで減少し

た。１２月６日にタクシン首相が，首相批判を続けていたソンティに対する名誉毀

損の訴訟を取り下げたことも影響し，２００６年１月初旬には反政権運動は「燃料切

れ」の状態と報じられていた（The Nation，２００６年１月１３日）。

ところが１月を境に事態は一変する。１月２３日，タクシン首相一族がシン社の

持ち株すべて（発行済み株式の４９．６％に相当）をシンガポールの政府系投資会社テ

マセク・ホールディングスに売却したことが報道された（詳細は経済の項参照）。

シン社は携帯電話，放送衛星，テレビ局といった企業を抱える首相一族の持株会

社である。その株売却益は７３３億バー
ツ にのぼり，東南アジアにおける通信関連企業

買収として最大規模の取引となった。

タクシン首相はこの売却について，「これが一族企業への利益誘導疑惑を断ち切

る切り札」と釈明した。ところが，株式譲渡利益への課税や外資規制を巧みに免

れていたことがわかると，反タクシンの運動は勢いを取り戻す。反首相派は，「多

額の売却益にもかかわらず税金を払わないのは国家に対する背信であり，国家の

安全保障に直結する通信関連事業を外資系企業に売却したことは売国行為だ」と

糾弾した。ソンティ主導の集会は，識者，市民団体のリーダーも加わった運動へ

と拡大する。２月４日には５万人からなる首相退陣要求集会が開催され，「民主国

民同盟」を名乗って国王に首相の解任を請願した。これには，元パランタム党党

首のチャムローン・シームアンが参加している。チャムローンには清廉な政治家

のイメージがあり，また彼はタクシン首相の政界における師と見られていたため，

その離反は反タクシン運動を勢いづけた。

２００６年のタイ
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２月４日には，「自ら政権を離れるのは，国王がやめろと耳元でささやいた時」

などと豪語していたタクシン首相だったが，拡大する反政権市民運動に直面し，

ついに２月２４日，下院の即日解散を発表した。これを受けて，選挙管理委員会は

４月２日の総選挙実施を発表した。

総選挙をめぐる混乱――野党のボイコット

これに対し，民主，国民，マハーチョンの主要野党３党は，「解散は現下の政情

不安の責任を下院に転嫁するものであり，総選挙実施は正当な理由がない」と主

張して，総選挙への不参加を表明した（The Nation，２００６年２月２７日）。そのため

立候補受け付けの締切り時点では，４００の小選挙区のうち１２３の選挙区で与党タイ

ラックタイ党（以下，TRT 党と表記）候補のみとなり，他の選挙区は無名，ある

いはにわか作りの泡沫政党が「対立」候補を出しただけだった。

民主国民同盟は，首相の辞任を求めて集会やデモといった手段で圧力をかけ続

けた。国会解散の翌々日（２月２６日）には１０万人以上の市民がタクシン首相の辞任

を求めて王宮前広場で集会を開き，その後も閣議中の首相府を取り囲む（３月１４

日），ビジネス街に繰り出す（３月２１日）などの示威行動を繰り返した。一方，野

党は有権者に対し総選挙で白票を投じるよう訴えた。選挙法７４条は，立候補者が

１人しかいない選挙区では，当選のために有権者総数の２０％以上の得票が必要，

と規定している。白票投票の訴えは，TRT 党が単独候補となった選挙区で TRT

党候補の当選を困難にするための作戦であった。

こうした事態のなか，４月２日に下院総選挙が行われた。比例区の得票を見る

と，TRT 党は投票総数の５６．５％にあ

たる１６４２万票を獲得している（表１）。

野党ボイコットによる対立候補不在の

ため，TRT 党がすべての議席を掌中

に収めた。とりわけ主要支持層である

農民の多い東北部・北部では，多くの

選挙区で８割以上の得票率を獲得した。

一方，４００の小選挙区では TRT 党

がすべての選挙区に候補を立てたもの

の，７８の選挙区で白票が TRT 党候補

の得票数を上回った。また４０の選挙区

タクシン体制崩壊
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で当選者が決まらず，そのうち候補者の失格などにより選挙が実施できなかった

２選挙区を除く３８の選挙区では，候補者の得票数が当選に必要な有権者総数の

２０％に満たなかった。こうした状況を受け，タクシン首相は４月４日国王に謁見

した後，「政治的混乱を解消し，挙国一致体制実現のために」次期首相指名を受け

ない意向を表明した。これを受け，民主国民同盟と野党はそれぞれ勝利宣言を出

した。しかし，この後も選挙をめぐる混乱は続いた。４月４日，選挙管理委員会

は２日の総選挙の結果を受け，４月２３日に当選者不在の小選挙区について再選挙

実施を決定した。それでもまだ議席が確定しない選挙区が１４区あったため，選挙

管理委員会は２９日に再々選挙を行うことを予定した。ただし，この再々選挙は裁

判所の判断により差し止められた。

裁判所の政治介入

４月２５日，国王は就任宣誓に訪れた最高裁判所と行政裁判所の判事に対し，総

選挙の結果に対する憂慮を伝えた。国王は，候補者が１人の選挙区の存在，野党

が不在のまま特定の政党が議席をほぼ独占する現状，そして当選者不在選挙区で

選挙が繰り返される事態は「民主的とは言えない」との見解を示し，裁判所長官ら

へ混迷する政治状況の打開を促したのである。その様子はテレビを通じて全国に

放映された。

表１ 比例区における各党得票推移

２００１年 （％） ２００５年 （％） ２００６年 （％）

TRT 党 １１，６３４，４９５ ３８．９ １８，９９３，０７３ ５８．７ １６，４２０，７５５ ５６．５

民主党
国民党
その他政党

７，６１０，７８９
１，５２３，８０７
７，８６０，１１１

２５．４
５．１

２６．２

７，２１０，７４２
２，０６１，５５９
２，７８２，８４９

２２．３
６．４
８．６

（選挙不参加）

１，９３５，６４７

―
―

６．６

全政党得票総計（Ａ） ２８，６２９，２０２ ９５．７ ３１，０４８，２２３ ９６．０ １８，３５６，４０２ ６３．１

白票（Ｂ） ５３０，５９９ １．７ ３５７，５１５ １．１ ９，０５１，７０６ ３１．１

有効票と白票（Ａ＋Ｂ） ２９，１５９，８０１ ９７．４ ３１，４０５，７３８ ９７．１ ２７，４０８，１０８ ９４．２

白票を除く無効票 ７４５，８２９ ２．４ ９３５，５８６ ２．８ １，６８０，１０１ ５．７

投票総数 ２９，９０９，２７１ １００ ３２，３４１，３３０ １００ ２９，０８８，２０９ １００

（出所） ２００６年４月２日の総選挙は，５月８日に憲法裁判所が無効と裁定したため，公式結

果は発表されていない。本表は，非公式発表に基づく結果から玉田芳史が作成した表を，

青木が修正し，玉田の承諾を得て掲載した。

２００６年のタイ
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国王から指示を受けた最高裁，行政裁，憲法裁判所の判事らは，総選挙の手続

きの合法性について４月２７日に審議を開始した。２８日には行政裁が下院の総選挙

続行の差し止めを決定し，５月１日には憲法裁が，選挙管理委員会に憲法違反が

あったとする国会オンブズマンの申し立てを受理して審理を開始した。そして５

月８日，憲法裁は下院総選挙について，下院解散から投票日までの期間が３７日と

短いこと，投票用紙記入台の置き方が不適切で投票の秘密が守られなかったこと

の２点を根拠に「憲法違反に当たる」と判断し，選挙自体を無効とする裁定を下し

た。この裁定により，下院の総選挙のやり直しが決定した。

さらに裁判所は，選挙管理委員会による選挙違反の審理に着手した。５月９日，

憲法裁，最高裁，行政裁の３裁判所は，現在の選挙管理委員会のままでやり直し

総選挙を行えば，新たな選挙違反の疑惑を引き起こしかねないとの判断に基づき，

選挙管理委員の辞職を勧告した。裁判所の勧告は強制力を伴わない。そのため選

挙管理委員は，委員長であるワサナー警察大将を筆頭に裁判所の勧告を拒否し続

けた（５月１５日に１人が辞職）。６月８日には，刑事裁判所が民主党議員による選

挙管理委員会委員の刑事告訴の審理を開始した。告訴の内容は，選挙管理委員会

が単独候補者選挙区で落選した TRT 党所属候補に対し，再選挙により当選でき

るよう別の選挙区で立候補する機会を与えたというものである。刑事裁判所

は，７月２５日に選挙管理委員３人全員に対し，執行猶予無しの４年間の禁固およ

び１０年間の選挙権剥奪を命じる有罪判決を下した。この判決により，やり直し総

選挙は新たな選挙管理委員会が選出されるまで延期されることとなった。

主要政党についても，解党を命じられる可能性が浮上した。総選挙前の３月１６

日，民主党は TRT 党による選挙に向けた小党買収疑惑を選挙管理委員会内に提

訴していた。選挙管理委員会のなかに設置された調査委員会は，５月８日付けで

提出した報告書のなかで TRT 党幹部らが４月２３日の再選挙で小政党の候補擁立

を促すための買収工作をしたとし，党と党首の法的責任も免れないと指摘した。

この報告書が明るみに出たことから，元上院議員らが連名で最高検察局に対し憲

法裁判所あるいは刑事裁判所で TRT 党解党の審理を行うよう要求を行った。一

方の TRT 党は民主党の訴えをでっち上げとして選挙管理委員会に提訴している。

訴えを受けた最高検察局は，７月６日に TRT 党，民主党を含む５政党を，立候

補者擁立をめぐる買収行為の疑いで憲法裁に起訴した。

タクシン体制崩壊
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首相の公務復帰と国政の迷走

総選挙をめぐる混乱が続く最中，タクシン TRT 党党首は，５月２０日に公務復

帰を宣言した。２３日には約１カ月ぶりに閣議を主宰し，首都圏鉄道３路線の優先

的整備，地方自治体や村落基金の支出促進などの政策を決定した。５月３０日の閣

議では，下院総選挙を１０月１５日に実施するという選挙管理委員会の提案を承認

し，７月２０日には国王から選挙実施の承認を得た。さらに８月に行った東北部で

の公務視察では，地元住民に対してやり直し選挙における TRT 党の勝利への自

信を語るなど，政権続投に向け強気の姿勢を示した。

タクシン首相が選挙による政治安定に固執したのに対し，反首相派は首相辞任

を主張し続けた。民主国民同盟は，首相の唐突な公務復帰は国政を弄び社会不安

をもたらすものだと非難し，野党代表らは首相の行動はやり直し選挙に向けた国

家予算による集票行為だと批判した。また首相派内の亀裂も見え始め，６月には

ボーウォンサック内閣官房長官，ウィサヌ副首相といった，タクシン首相の腹心

が閣僚を辞任している。

選挙の無効判決，選挙管理委員会の機能停止，主要政党解党の可能性浮上，首

相の公務復帰とそれに対する反対運動で，国会解散から半年を経ても新年度予算

案を含め法案審議は停止しており，国内問題への対応がとられることもなかった。

なかでも南部地域での治安状況は悪化の一途を辿った。深南部３県（ヤラー，

パッタニー，ナラティワート）を中心に，以前からテロ事件が相次いでいた

が，６月には深南部３県で３日間にわたる連続テロ事件が，７月にはソンクラー

を加えた南部４県で１００件の連続爆発，放火事件が続いた。さらに９月１６日には，

ソンクラー県ハジャイの繁華街で大規模な爆弾テロ事件が起こった。ハジャイは

南部の経済的中心地であり，そこでテロがあったのは２００４年以来はじめてであっ

たことから，タクシン暫定政権の機能不全を国民に強く印象づける結果となった。

政府は２００５年７月に施行された深南部３県における非常事態宣言を２００６年には１

月，４月，７月の３回にわたり延長した。３月２７日には，南部問題の解決策を

探ってきた国家和解委員会がその任務を終え，マレー系住民の用いるマレー語を

実用語として公認すること内容とする最終報告書を政府に提出した。しかし，政

府は委員会の提案を拒否し，事態の沈静化に向け具体的対策をとることはなかっ

た。

こうして政局が混迷を続ける最中，タクシン首相は６月に「現在の政治情勢の

元凶は，憲法の枠外にいるカリスマ的人物にある」と発言した。この発言は，国
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王や国軍からの信頼が厚いプレーム・ティンスラーノン枢密院議長に対する批判

と受け止められた。

２００６年９月１９日クーデタ

２００６年９月１９日，陸海空の３軍の司令官と警察長官からなる「国王を元首とす

る民主主義制度改革団」（Council for Democratic Reform：CDR）がクーデタを

決行した。ニューヨークで国連総会に出席中だったタクシン首相は，クーデタの

動きを察し，滞在先から非常事態宣言を発令して事態を収拾しようとした。しか

し，国軍部隊は同日のうちにバンコク内の要所を制圧し，改革団布告第１号を発

表して全土に戒厳令を敷いたと宣言した。CDR はソンティ・ブーンヤラットク

リン陸軍司令官を議長として，政府機能を当面の間代行することを発表し，１９日

深夜から２０日未明にかけてプレーム枢密院議長，スラユット枢密院議員とともに

国王に謁見して，全権を掌握した。CDR は２０日未明に布告第３号を出し，現行

の１９９７年憲法の停止，国会，内閣，憲法裁判所の解散，枢密院と憲法裁判所以外

の裁判所の存続を定めた。CDR は５人以上の集会禁止命令を出し，２０日を臨時

の国民休日とした。市内は特に混乱もなく，２１日には銀行や官公庁，証券取引所

が再開した。一方のタクシン首相は，２１日に「国民の和解に向け早期の選挙実施

を希望する」との声明を発表し，クーデタによる政権交代を認めた。

CDR がクーデタに踏み切った直接の理由は，１０月に予定されていた国軍の定

例人事をめぐるタクシン首相と軍主流派との対立にあったと言われる。タクシン

首相は，政権発足当初から「クラス１０」といわれる陸軍予備士官学校第１０期の同窓

生や，自らの親族である将校を軍や警察の要職に配置していた。一方，改革団を

率いたソンティ陸軍司令官は，プレーム枢密院議長と極めて近い立場にあり，国

軍主流派に属していた。クーデタ直前の２００６年７月にも首相による情実人事の噂

が流れたが，ソンティ陸軍司令官が「クラス１０」を含む約１３０人の将校らをバンコ

クから異動させる人事を実施し，タクシン派一掃かとの憶測を呼んだ。例年１０月

１日に行われる国軍の定例人事は９月になってもまとまらず，人事の選定をめ

ぐって様々な憶測が飛び交っていた。実際，クーデタ直後の２１日には，タクシン

前首相の親族である警察副長官らを首相府付きとして CDR の監視下に置き，「ク

ラス１０」の陸軍将校を職務から外すなど，国軍内のタクシン派勢力を排除する動

きが見られた。

しかしながらクーデタの最大の理由は，国軍および王室に近い勢力が，強権的
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な政治運営を進めるタクシン首相の行

動を，国王および立憲君主制を軽視す

るものととらえ，排除しようとしたこ

とにあると考えられる。１９日に発表さ

れた改革団布告第１号のなかで，CDR

は「暫定政府（タクシン政権）による国

家運営が，社会を分裂させ，広範な不

正をもたらし，独立機関への政治介入

で憲法の精神を踏みにじり，政治運営

に障害をきたし，タイ国民が奉戴する

国王の威厳をしばしば冒した」ことから，タクシン排除を目指して決起したと述

べている。また CDR 議長となったソンティ陸軍司令官は，９月２０日に記者会見

を開き，２週間以内に文民首相を指名すること，１年以内に新憲法を制定して選

挙を実施し，新たに内閣を成立させること，戒厳令を早期に解除することを明言

し，今回のクーデタが軍による政権奪取を狙ったものではないことを強調した。

国民のクーデタへの反応

クーデタ直後にバンコクで行われた世論調査によると，バンコク市民の約８割

はクーデタを歓迎していた。タクシン政権がひきおこした汚職の摘発と混乱した

政局正常化のためには，他に手段がなかったというのがその理由である。タクシ

ン政権に異を唱えていた多くの知識人や，民主主義を謳う市民運動家も，同様の

理由でクーデタを支持した。民主国民同盟は，クーデタ翌日に歓迎声明を発表し

た。また１９９７年憲法を起草した知識人の１人は，タクシン政権自体がすでに民主

的ではない以上，クーデタという非民主的手段による政権転覆はやむを得ないと

主張する意見を新聞で表明した（The Nation，２００６年９月２１日）。民主党をはじめ

とする野党もまた，「速やかな民主主義体制への移行」を条件に，消極的ながら

クーデタを支持した。９月２２日には，バンコク中心部で大学教員や学生らによる

反クーデタ集会が開かれたが，参加者は３０人程度であり，クーデタ直後に反対を

表明した人々はごくわずかに留まった。

こうした都市部での反応を踏まえ，CDR はタクシン政権の影響を払拭するこ

とに全力を注いだ。クーデタ直後の９月２２日，CDR は休止していた国家汚職防

止取締委員会の再開を決定したほか，タクシン政権時代の汚職を追及してきた会
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計検査院院長の権限を強化した。２５日には資産調査委員会（タイ語名称は「国家に

対する加害行為調査委員会」）を新たに設置し，タクシン政権下での不正や汚職の

捜査に着手した。

一方，４月の総選挙結果で示されたように，地方住民の間でタクシン前首相へ

の支持は根強かった。このため CDR は，２４日にタンボン自治体（主に農村地域

の自治体）による政治活動を禁止した。とりわけタクシン前首相の支持基盤で

あった北部・東北部では，タクシン支持派による反クーデタ活動を警戒し，小規

模ラジオ局の活動を禁止するなどの厳重な措置がとられた。

暫定憲法体制の始動

２００６年１０月１日，暫定憲法が公布され，暫定憲法下での政治体制が明らかに

なった。まず国会の機能は定数２５０人からなる国家立法議会が担う（第５条）。一

方，CDR は「国家安全保障評議会」（Council for National Security：CNS）と改称

し，治安維持に専念することが明記された（第３４条）。しかし暫定憲法は同時に，

国家立法議員の任命（第７条３項），首相を含む大臣の任免（第１４条）などについて，

CNS 議長に副署名者としての権限を与えている。このように，暫定憲法体制で

は CNS の政治的影響力が法的に保障されていることに留意が必要であろう。

暫定憲法公布と同時に，CDR の指名に基づいてスラユット・チュラーノン枢

密院議員が首相に就任した（９月３０日付で枢密院議員を辞職）。スラユット首相は，

チュワン，タクシンの両政権で陸軍司令官を務めた経歴を持つ。クーデタの直後

から，CDR は外国から「軍事政権」のレッテルを貼られることを必死に拒んでき

た。それにもかかわらず，国軍出身のスラユットが首相に指名された背景には，

外政への対処よりも国内対立の解決を急ぎたい CDR の事情があった。スラユッ

トは，陸軍司令官在任時にも政治と距離を置き，清廉な人物として国民の間で人

気があった。また国王と強い関係を持つプレーム枢密院議長からの信任も厚いこ

とから，タクシン政権の是非をめぐり「分裂した社会」の和解を進めるうえで適材

と目された。

スラユット首相は，１０月１日に行われた就任式の演説で，政権の目標として政

治情勢の正常化，南部国境地域における治安問題の解決，国王の提唱する「知足

経済（足るを知る経済）」（経済の項参照）に基づいた経済政策の推進を掲げた。閣

僚の人選も，こうした施政方針に沿った形で行われたといえよう。９日に発足し

た内閣は，閣僚の多くを官僚出身者や学識経験者が占めており，「文民政権」とし
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ての姿勢のアピールと，実務的政策運営を目指した陣容を特徴としている。外相

には，元駐米大使でありタクシン政権でタイ米 FTA 交渉の首席交渉官を務めた

ニット・ピブーンソンクラームを任命し，対外政策の継続性を国際社会に印象づ

けようとした。また内務相にはムスリムであるアーリー・ウォンアーラヤを任命

し，南部のイスラーム教団体への配慮を示している。副首相には，前中央銀行総

裁のプリーディヤトーン・テーワクン（財務相兼務）と，元バンコク銀行執行役員

会議長のコーシット・パンピエムラット（工業相兼務）を配置して，現実的な経済

政策運営の姿勢を示そうとした。さらに１０月２０日には国家立法議会が開会し，暫

定憲法下での政治体制が始動した。

一方，暫定憲法は新憲法制定までの手続きも定めている。それによると，まず

２０００人以下の議員を指名して，国民会議を発足させる。そのなかから互選で２００

人の憲法起草議員候補を選出し，さらにその候補のなかから１００人を指名して憲

法起草議会を発足させる（第２３条）。憲法起草議会は開会から１８０日以内に草案を

起草し，国民投票の承認を経て憲法を制定する（第１９条，および３２条）。憲法起草

議員は，政党への所属，国家立法議員の兼務を禁止されており，中立の立場にあ

ることが明記されている（１９条第４項）。なお憲法起草議会議長の任免（第１９条３

項），国民会議議員の任命（第２０条２項）については CNS が権限を持つことが定め

られている。以上の規定に従って，CNS は２００６年１２月１１日に憲法起草議会の母

体となる国民会議議員１９８２人を任命し，２７日にはそのなかから１００人の憲法起草

議員を選出した。

スラユット政権の政治運営

こうして発足したスラユット政権だったが，期待された政策運営で具体的な成

果を出せないでいる。クーデタの最大の根拠はタクシン前首相や閣僚による汚

職・不正の究明であったが，２００７年２月時点では未だ結果を示すに至っていない。

資産調査委員会は，シン社株の譲渡に関する脱税，ポッチャマーン前首相夫人の

土地不正取得，９月にオープンしたスワンナプーム新空港での爆弾探知機

（CTX）納入およびエアポートリンク建設をめぐる汚職，２－３桁宝くじ，輸出入

銀行を介した対ミャンマー借款での不正など合計１３件の汚職・不正疑惑について

調査を行ったが，２００６年内に最終結論を出すには至らなかった。汚職や不正で損

害を被った省庁が告訴に二の足を踏むというケースも出ている。その一方で，重

要な国営企業の役員に国軍将校が就任する例が相次いだことで，かえって国民か
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ら「軍の権益拡大」との批判を受けた。

期待されていた南部国境地域における治安対策の成果も挙がっていない。スラ

ユット首相は，クーデタ前の８月にプレーム枢密院議長，ソンティ陸軍司令官ら

と南部国境３県を訪問し，対話を重視した治安問題への取り組み姿勢を示してい

た。政権発足後も，２００１年に解体された南部国境県統治センターの復活を１０月下

旬の閣議で決定し，１１月にはタークバイおよびグルーセ・モスクでのムスリム系

住民大量虐殺事件について，公式に謝罪するなどの対応をとっている。しかしな

がら，テロは一向に終息に向かう気配を見せず，１０月以降も南部では襲撃事件が

日常的に続いた。さらに１２月初頭には大規模な同時多発型襲撃の恐れありとして

深南部に１０日間の厳戒態勢を施き，２２日にはスラユット首相が国民に警戒を呼び

かけた。

一方で政府は，国内における反クーデタの動きを警戒している。１１月１日のタ

クシー運転手によるクーデタ抗議自殺を契機に，国内では反クーデタ・反 CNS

の動きが顕著になった。１１月に国家立法議会が５人以上の集会を禁じた布告の解

除を決定すると，反クーデタを掲げる複数の団体が集会の開催を発表した。１２月

にはバンコクで１０００人が参加した反 CNS 集会が開かれ，１９９７年憲法の復活と

CNS の解散を要求した。政府は反クーデタ集会を容認しつつも，１２月末には政

党活動を禁止した布告の継続を決定するなど，反政府運動の動きを監視している。

とりわけ政府は，国内に残るタクシン支持派への対応に細心の注意を払い，東

北地方を中心に宥和と監視を続けている。スラユット首相は，就任直後に東北地

方に赴き，政府の施政方針や前政権による地方住民支援策について住民に自ら説

明を行って政権への理解を求めた。一方で政府は，１１月２８日に戒厳令解除を決定

した際，テロの続く深南部など３５県とともに北部・東北部の主要県を解除対象外

として，警戒下に留めた。実際，学校への放火などが深南部以外でも起こり，親

タクシン派の関与が取りざたされている。

一方のタクシン前首相は中国，香港，シンガポール，インドネシア，日本など

タイ周辺を旅行しながら，海外メディアを使って現政権を牽制している。政府は

国内での反クーデタ運動とタクシンの行動が連動することを恐れ，タクシンの帰

国容認は時期尚早と判断している。

治安情勢の悪化が続くなか，１２月３１日には首都バンコクで同時多発爆弾テロが

発生し，外国人を含む３８人が負傷，３人が死亡する事態となった。これがタクシ

ン支持派によるものか，南部のテロリストによるものか不明であるが，スラユッ
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ト政権とその背後にいる国軍指導部の治安対策に対して，国民の失望感が広がっ

ている。 （青木）

経 済

タクシン一族によるシン社株売却

国内政治の項で述べたように，シン社株の売却で，タクシン首相一族は課税と

外資規制という２つの問題を巧みにすり抜けた。この株売買は以下のような手順

で行われたものである。

２００６年１月２０日まで，シン社におけるタクシン一族の個人持ち株は３８．６３％で

あった（表２）。他に一族の投資会社アンプルリッチ社が１０．９８％を所有しており，

この分が１月２０日にタクシンの子供２人に直接，額面価格（１バー
ツ ）で譲渡された。

３日後，一族はそのシン社株すべてをテマセク社の代理人，シーダー社とアスペ

ン社に，証券取引所にて市価（４９．２５バー
ツ ）で売却した。取引総額は７３２億７０００万バー

ツ で，

タイ証券取引所の２００５年取引総額の３５％に相当する。

この高額の売却益に対して税金はいっさい課せられなかった。タイでは証券取

引所での個人株取引は非課税である。一方，取引所外での譲渡について，国税局

は従来の判断を踏襲せず，個人間の物品売買とみなして非課税とした。

一方，シン社の子会社が関わる通信や放送事業分野には外資規制があり，持株

表２ テマセク持株会社による買収前後のシン社株主構成変化（２００６年）
（網掛け部分はタイ資本） （％）

１月２０日

以前

２０日以後

２３日まで

１月２３日の売却直後 公開買い

付 け 後

（８月３０

日時点）

タクシン一族 ３８．６３ ４９．６１ アスペン社 １０．９７ ４１．７６

アンプルリッチ社 １０．９８ シーダー社 ３８．６２�
�
�

５０．０１
５４．５３

その他タイ資本 １１．３９ １１．３９ その他タイ資本１１．３９

外国資本 ３９．０２ ３９．０２ その他外国資本３９．０２

（出所） Ma Nok & Dek Nok Krop，25 kham tham Shin Corp Buang lang din thek ovoe

chin kop．［シン社に関する２５の質問：シン社買収の舞台裏］，Bangkok : Openbooks，

２００６，およびシン社ホームページから筆者作成。
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会社であるシン社はタイ国企業の地位を維持しなければならない。タイの外国人

事業法では，登録資本金の５０％以上を外国人が所有する企業を外資と定義してい

る。そのため外資であるテマセク社は，定義上「タイ企業」であるシーダー社にシ

ン株の３８．６２％を引き受けさせ，その他のタイ人所有株（１１．３９％）を合わせればシ

ン社株の５０．０１％がタイ人所有となるようにした。このシーダー社が「タイ企業」

とされるのは，その株式の５１％がグラープケーオ社（４１．１％）とタイ商業銀行

（９．９％）という２つのタイ企業に所有されているからである。しかしこのグラー

プケーオ社は，確かにタイ人株主が資本金の過半を所有しているものの，議決権

が制限されているため，実質的にはテマセクの子会社（サイプラス社，外国企業）

により意思決定権を握られている。こうしてシーダー社は，法律上タイ国籍だが，

実質は外資に支配される企業（ノミニー，名義人）だということになる。商務省は

ノミニー問題をシン社だけの問題とせず，対象を広げる方向で調査を始めた。な

おアスペン社とシーダー社は株式公開買い付けをおこなった結果，シン社株の

９６．２９％を所有するに至った。それでもシーダー社が５４．５３％をおさえているため，

「タイ企業」の地位を保っている。

メガプロジェクトの打ち上げと顛末

１月２６日，タクシン首相は１０００以上の外国企業関係者を首相府に招いて，大規

模インフラ整備事業（いわゆるメガプロジェクト）への参加を呼びかけた。２００６～

２００９財政年度に総額１兆８０００億バー
ツ を支出するというもので，それは年間の国家歳

入額を上回る規模である。政府はプロジェクトを５分野（建設・インフラ，天然

資源・エネルギー，通信・コミュニケーション，国家安全保障，その他）に分け，

外国企業に対し４月２８日までに手法についての提案をするよう求めた。派手なプ

レゼンテーションで宣伝効果を期待しながら，外資を積極的に取り入れて競争さ

せ，タイ経済の構造改革を短期間に進めるという，タクシン首相らしいアイデア

であった。

しかしまもなく国会が解散され，新政権早期成立の見込みがなくなると，政府

はメガプロジェクトの一時中断を宣言せざるをえなくなった。クーデタ後の政権

は，メガプロジェクトのうち首都圏鉄道３線とバンコク都の提案する１線につい

て拡張工事推進を閣議決定している。

このメガプロジェクトとは別に，スワンナプーム新空港がタクシン首相の指示

どおり９月に開港した。ただし本人はすでに政権を追われ，開港に立ち会うこと
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はなかった。新空港はアジアのハブ空港を目指したものであったが，開港当初か

ら手荷物のハンドリング，空港ビル内の治安，騒音など問題が噴出した。年末に

は滑走路と空港建物の欠陥が明らかになり，その改修と一度は閉鎖したドンムア

ン空港の再開・併用が不可避の事態になっている。

マクロ経済の動きと政策対応

タイ経済は年初より３つの「高値」圧力に悩まされた。それらは原油高（インフ

レ圧力），バーツ高，金利高である（図１）。インフレは消費を減退させ，バーツ

高は輸出競争力を減じ，金利高は投資意欲をそぐ。しかもインフレを抑えるため

利子を上げれば，投資が冷え込むだけでなくバーツ価上昇にもつながりかねず，

政策対応がきわめて難しかった。それに加えて政治の混乱で消費や投資の心理が

冷え，政府支出も制限されていた。四半期 GDP 成長率は第１期の６．１％から次

第に下がり，第４期には４．２％になった。民間消費と資本形成の成長鈍化が響い

ており，輸出の伸びに強く依存する形になった。確かにドルベースの輸出額は前

年より１７％伸びているが，これは農産品の３０％という伸びに支えられた面がある。

図１ ２００６年１月を１００とした原油価格，金利，為替レートの推移，
および実質GDP成長率の推移

（出所） 原油価格：US Department of Energy ホームページ。
金利と為替レート：タイ中央銀行ホームページ。
GDP 成長率：NESDB ホームページ。
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またバーツ高の影響で，バーツ換算の輸出額伸び率は年後半に低下してきた。

「３高」の原因とみなされた原油高であるが，それへの対策は限られていた。す

でに昨年，石油小売価格への補助金制度を廃止しているので，政府は石油会社に

課している石油基金への拠出金を引き下げたり，省エネ推進のため天然ガス車関

連の税金を下げるしかなかった。ガソホール（バイオエタノール配合ガソリン）の

使用は急増しているが，まだガソリンの１７％ほどであり，２００７年初から予定して

いたオクタン価９５ガソリンの販売禁止も，バイオエタノール供給不足で延期を余

儀なくされた。

幸い年後半は原油価格が下落に転じ，インフレ圧力が減じたとみた中央銀行は，

政策金利を７月以降５％で据え置いた。収まらないのはバーツ高で，１２月１２日に

は９年ぶりの高値をつけた。中央銀行はバーツ高の原因が，アメリカに対するア

ジア諸国の成長見込みに基づく投資資金流入にあるとみていた。実際，周辺国の

通貨もドルに対して上昇傾向にあったのだが，バーツのそれは際だっている。２００６

年１年間で周辺アジア諸国通貨の上昇率は４～８％であったが，バーツは１２．８％

にもなった。これはシン社株の買収で大量のドルが流入したことやタイ経済の

ファンダメンタルズの良さを反映したものであろう。

急速なバーツ高で輸出産業は悲鳴を上げた。１１月には冷凍食品協会など１０協会

が連名で声明を発表し，政府に対策を迫った。１２月１８日，中銀は投機目的でバー

ツ購入のために短期流入した外貨について，その３０％を中銀に１年間，無利子で

強制的に預入させるという措置をとった。これにより市場は大混乱に陥り，証券

取引所の SET 指数は前日終値比で１４．８４％下落した。これに驚いた中銀当局は，

株式市場投資を強制預入の対象外としたので株価は落ち着きを取り戻したが，新

政権の経済運営に対する不満と不安は，外国人投資家のなかから消えていない。

なおこの措置を受け，為替レートは１２月１８日の１訐３５．３３７バー
ツ から一時は３６．４５３バー

ツ

まで下がったが（２２日），またもやじりじりと上昇し，２９日に３６．０８９バー
ツ で２００６年の

取引を終えたのだった。

クーデタ後の経済運営

クーデタ後の新政権は，その経済政策理念として，国王が提唱する「知足経済」

を掲げた。国王が１９９７年の誕生日演説で初めてこの哲学を語ったとき，自ら“self

―sufficient economy”という英訳を付けたように，自給自足的色彩の濃いもの

であった。外国企業や投資家の間に，市場原理の否定や制限への懸念が起きたの
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も当然であろう。新政権は，「知足経済」とは持続的発展や市場倫理の重視のこと

であると説明し，懸念の払拭に躍起である。

おりしも第１０次経済社会開発５カ年計画（２００６～２０１１年）が１０月１日から始まる

ところであった。第１０次計画は，第８次の「人間中心主義」，第９次の「知足経済」

をふまえ，「緑と幸福の社会」（green and happiness society）を標語としている。

新政権の掲げる理念にふさわしい標語ではあるが，計画自体はタクシン政権下で

準備されたものであり，新政権の意向が反映したものではない。

クーデタ後間もなくタクシン政権下での汚職，不正追及が始まった。そのなか

でもノミニー問題への対応は経済環境全体に影響を及ぼした。商務省は年末に，

「議決権についても過半を超えた場合は外国企業とみなす」という外国人事業法の

改正案を提示した。ノミニーを用いる外資は相当な数に上るとされる。外国企業

の参入が制限される分野で事業を営む企業にとっては，深刻な問題であった。

タクシン政権時代の経済政策の見直しも始まった。新政権により提案された

２００７年度予算では，「中央会計」がマイナス２０％ともっとも大きく削られた。これ

は本来予備費として使うべき予算費目なのであるが，タクシン政権はこの部分を

肥大化させて様々なプロジェクトを実施してきたのである。これらのうち，CEO

県知事費（県知事の判断で支出可能な事業費），状況に応じて使う戦略費（タクシ

ン首相が地方遊説中に指示した開発事業などの費用），SML プロジェクト費（人

口規模に合わせて各村に配るインフラ事業費）の項目は新年度予算案から消えて

いる。

タクシン政権がヤミの宝くじを合法化して国家収入とした「２－３桁宝くじ」は，

国家法制局の違法判断が出たこともあり停止された。この宝くじは庶民に好評で，

また収入源としても大きかったことから，政府は法律を改正して継続するという

提案を国家立法議会に提案した。しかし賭博を奨励するものという激しい批判を

浴びて，提案を取り下げざるをえなかった。

これら以外にも，前政権のポピュリスト政策見直しが進んでいる。牛１００万頭

プロジェクト（農家に牛を貸し付けて，増えた牛の一部を返却させる）や資産の資

本化プログラム（農地改革地など所有権のない資産を担保化して利用権者に融資）

は，実施途中で中止になった。

しかし海外で評価の高い OTOP（タイの一村一品運動）は，名称が変更されて

続けられる。庶民から好評の「３０バーツ健康保険プロジェクト」は，逆に患者負担

分（３０バー
ツ ）がなくなった。２－３桁宝くじ収入を使って行なわれてきた「１郡１人留

２００６年のタイ

２８９



学生プロジェクト」は，一般歳出から予算を回す方向である。低賃金住宅供給プ

ロジェクトは，汚職の疑いがあるとして事業が止まっているが，これも継続され

る見込みである。

ポピュリスト政策の何を中止し何を継続するかについて，明確な基準は見えな

い。名称の変更で形だけ前政権との違いを主張したものもある。このように新政

権の経済政策は，知足経済の理念から体系的に導かれたというよりも，タクシン

政権の政策を否定しつつ，その受益者からの反発を回避して政局を安定させるこ

とに重点が置かれたものといえよう。 （重冨）

対 外 関 係

FTA政策の国内問題化

タクシン政権の重点課題だった FTA 交渉は，２００６年に停止状態に陥った。２００６

年４月に調印を予定していた日タイ経済連携協定は，国会解散により総選挙の実

施後まで先送りとなった。交渉中だったタイ米 FTA も，７月１９日にソムキット

副首相がアメリカに交渉延期を伝えている。

一方，国内では NGO や農民，中小企業による FTA 反対運動が続いた。１月

にはチェンマイで HIV 感染者や農民ら約１万人によるタイ米 FTA 反対集会が

開催された。FTA 反対派は，政府が国民に意思表示の機会を与えないまま，タ

イに不利益をもたらす恐れのある交渉を進めることを批判していた。３月には民

主国民同盟が政治改革と並行して FTA 交渉の一時凍結を訴え，FTA 問題は，

タクシン政権をめぐる政治対立の争点として国内問題化していった。

こうした経緯をふまえ，スラユット政権は発足後直ちに FTA 交渉の内容を国

民に公開することを約束した。１１月９日には FTA で不利益を被る恐れがある中

小企業や農民への補償を検討する委員会を開催し，１２月２２日には日タイ経済連携

協定に関する公聴会を行った。

しかしながら，議論を国民に公開したことで FTA 交渉の行方は不透明になり

始めている。２００５年８月に大筋合意に達していた日タイ経済連携協定について

は，２００６年１２月の公聴会で，NGO 代表から産業廃棄物取引に関する項目が日本

からの汚染物質輸入を拡大し，タイの環境破壊をもたらしうると指摘された。一

方で外国企業，タイ国内の主要企業団体は FTA の早期発効を政府に訴えている。

交渉過程の透明性を高めて国民からの信頼を集めるか，協定締結によって外国政
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府や企業からの信頼回復を急ぐか，スラユット政権にとっては苦しい選択である。

スラユット政権による国際的信頼回復努力

１５年ぶりに起こったクーデタは，国際社会に衝撃を与えた。各国政府は，クー

デタの直後に相次いで声明を発表した。国連の他，オーストラリア，ニュージー

ランド，アメリカなどは，クーデタによる政権交代を非難した。なかでもアメリ

カは，９月２８日にタイへの軍事訓練や装備供給など軍事関連援助約２４００万訐を停

止する厳しい対応をとった。一方，ASEAN 諸国や日本，中国は，民主主義の速

やかな回復を促しつつ，事態を見守る姿勢を示した。

国際社会からの非難に，CDR は迅速に対応した。クーデタ翌日，CDR は会見

で各国の在タイ大使館に，国際条約の遵守と諸外国との友好関係維持を伝えた。

スラユット政権発足後も，閣僚らは政策運営について外国への説明に奔走した。

スラユット首相は，首相就任の翌日にアメリカ大使と会談し，総選挙実施までの

スケジュールを説明した。またニット外相は１０月１１日に会見を開き，総選挙まで

の FTA 交渉の保留，アジア協力対話（ACD）などタクシン政権が着手した国際協

力枠組みへの関与継続，ミャンマー内政への不干渉を表明し，対外政策の一貫性

を強調している。

暫定憲法体制下のタイに対し，近隣のアジア諸国は早期の段階で歩み寄りを見

せた。新内閣発足直後の１０月４日には，中国，ラオス，カンボジア，シンガポー

ル，ベトナムから，スラユット首相に祝賀メッセージが届けられた。近隣からの

アプローチを足がかりに，首相は積極的な外遊を展開した。１０月にはラオス訪問

を皮切りとして ASEAN 諸国を次々訪れ，各国の首脳と経済協力の推進を確認

した。１１月に行われた APEC 首脳会議（ハノイ）では，暫定政権首脳として参加

し，国際社会に民主主義の堅持をアピールした。しかしながら，通常首脳会議と

平行して行われる二国間首脳会談については，いずれの国の首脳とも会談するこ

となく終わっており，国際社会への本格的復帰には至っていない様子が窺われる。

マレーシアとの関係改善

２００５年，タイとマレーシアの関係は，タイ南部国境地帯の治安問題をめぐって

険悪な状態にあった。２００６年になっても状況は変わらず，６月１５日に南部国境地

域でおこった連続爆破事件の際も，使用された爆発物の出元をめぐって政府間で

非難合戦が行われた。両国は通商分野でも対立した。タイ政府は，マレーシア政
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府による完成車輸入の量的規制措置が非関税障壁に当たるとし，対抗措置として

マレーシアからの完成車輸入関税を２０％に留めていた。８月にマレーシアのラ

フィダ国際貿易産業大臣が関税引き下げを要求したのに対し，タクシン政権のタ

ノン財務相は，「マレーシアが量的規制を撤廃するまで応じない」と強硬な態度を

とった。

こうした両国の関係は，タクシン政権の退場で大きく転換した。１０月のスラ

ユット政権発足後，首相は１３日に南部問題協議のためマレーシアを公式訪問する

方針を表明した。１６日にはマレーシアのサイド・ハミド外相が，南部地域治安正

常化に協力する用意があることを明らかにした。スラユット首相は１８日にマレー

シアのアブドゥラ首相と会談に臨み，南部におけるイスラーム武装勢力との和平

交渉について協力を強化することで合意した。その後，南部治安問題協力につい

て大きな進展はないものの，両国は友好的な関係を保っている。１１月，スラユッ

ト首相は，南部国境県における武装組織の主要な資金源としてマレーシア国内に

あるタイ人ネットワークの存在を明らかにしたが，これが両国の非難合戦に発展

することはなかった。マレーシア政府は１２月に公安当局幹部をタイに派遣してタ

イ治安当局者と情報交換を行わせたほか，８日には在タイ大使館を通じてマレー

シア国内での調査に協力する意向を伝えている。さらに１１月には，商務省がタ

イ・マレーシアの間で自動車関税をめぐる協議の再開を発表し，ASEAN 自由貿

易地域（AFTA）による貿易自由化に向け両国が協力する姿勢を明らかにした。

タクシン政権時代に等閑視されていた ASEAN の活動の今後を占ううえで，両

国の関係改善は注視に価しよう。 （青木）

２００７年の課題

スラユット内閣への支持率は，急速に低下している。１１月末の世論調査で７割

を越えていた支持率は，２００７年２月には５割を下回った。人気が降下した理由は，

迷走する政治運営にある。

２００７年の最大の焦点は，憲法制定と総選挙の実施である。クーデタ後，CDR

は２００７年１０月の総選挙実施を宣言しており，スラユット政権の正統性はそのスケ

ジュールを遵守できるかどうかにかかっている。２００７年１月２５日，憲法起草議会

の中に起草作業委員会が設置され，２００７年６月下旬までに起草作業を完了するこ

とを目指して作業中である。しかしながら，作業委員会では国会議員の定数や選

出方法，首相の選出方法をめぐる議論が紛糾しており，作業の難航が予想される。

タクシン体制崩壊

２９２



憲法制定と総選挙実施の遅れは，国政のさらなる低迷と治安状況の悪化に繋が

りかねない。２００６年大晦日に起こったバンコクでの同時多発テロの捜査は進展し

ていない。南部におけるテロ攻撃も沈静化の気配はなく，２００７年２月１８日には深

南部３県およびソンクラー県３郡内で計５１件の爆破，襲撃，放火が発生し，合計

で６人の死者を出した。

タクシン前首相の扱いも現政権にとって頭の痛い問題である。タクシン前首相

は，「汚職・不正捜査に協力するため」と称して帰国の意思を示しているが，帰国

すれば国内のタクシン支持派の動きを刺激しかねない。一方で前政権の汚職・不

正疑惑捜査を進めるためにもタクシン前首相の取り調べが不可欠である。スラ

ユット政権は，タクシン前首相の帰国について難しい判断を迫られるであろう。

さらに政権運営も迷走している。政府は２００７年２月１５日にタクシン政権で副首

相として活躍したソムキット・ジャートゥシィーピタック氏を対外経済調整委員

会の委員長に任命した。この人事は政府内で対立を引き起こし，２１日にはソム

キット氏が辞任。さらにはソムキットの抜擢を不服として，２８日にはプリーディ

ヤトーン副首相兼財相が辞任する事態となった。３月７日に小規模な内閣改造が

行われ，プリーディヤトーンの後任としてチャローンポップ・スサンカーン（タ

イ開発研究所所長）が財務相に任命された。政権内の対立が露呈したことで，ス

ラユット政権への内外からの信頼は大きく揺らいだといえよう。

経済面では，原油価格の下落で年初には政策金利も引き下げられた。これは消

費と投資を刺激するであろう。しかしバーツ高は今後もある程度続くと予想さ

れ，２００６年の成長を牽引してきた輸出にも影響するであろう。しかも政治の先行

き不安が２００７年も続く。予定どおりならば１１月頃に政権交代となるはずで，投資

家も次期政権の様子見となるだろう。現政権の経済政策に対する外国投資家の信

頼は，外資規制案とバーツ価抑制策で低下している。政治的混迷を極めた２００６年

ですら４～５％の成長をしたタイ経済の基盤は強いといえようが，２００７年により

高い成長を期待できるだけの条件は見あたらない。

対外関係では，FTA 交渉の行方に注意が必要であろう。２００７年２月，国家立

法議会は日タイ経済連携協定について審議を行い，賛否両派の間で議論を行った。

タイ国内での政策をめぐる議論の活発化が，日タイ経済連携交渉スケジュールの

遅れに繋がり，今後の東アジア経済統合の進展に影響を及ぼすことが懸念される。

（青木：新領域研究センター）

（重冨：地域研究センター専任調査役）

２００６年のタイ

２９３



１月２日蜷タクシン首相，シンガポールを私

的訪問。

９日蜷チェンマイで HIV 患者，農民など約

１万人がタイ米 FTA 反対集会開催（～１３日）。

１０日蜷ルーイ県での移動閣議で東北タイ４

県の開発に４億８９００万バー
ツ の予算を承認。

１６日蜷首相，ローイエット県農村で，農村

開発実践を陣頭指揮（～１９日）。

１７日蜷深南部３県の非常事態宣言を３カ月

延長。

１８日蜷南部２６カ所で同時放火事件。

２１日蜷通信事業法改正で，通信企業の外資

比率上限を５０％未満に引き上げ。

２３日蜷タクシン首相一族，シン・コーポ

レーション（シン社）の持ち株をすべてシンガ

ポール政府系持株会社テマセク社に売却。

２７日蜷国王，国家汚職撲滅委員会の新委員

リストを手続き不備として受理拒否。

２月３日蜷ウライワン文化相，辞任。

４日蜷バンコクで首相辞任を求める集会開

催。タクシン政権発足後最大の規模。

蜷ソラアート情報通信技術相，辞任。

蜷首相，ラジオで「国王の勧告がない限り

辞職しない」と反論。

６日蜷ヤラー県の公立学校２００校が休校。

７日蜷ジャルワンが会計検査院長に復職。

政府汚職追及に期待。

１７日蜷シラク仏大統領来訪（～１９日）。

１８日蜷中銀金融政策委員会，政策金利を

４．２５％に引き上げ。

２０日蜷新奨学金制度開始。

２４日蜷首相，下院を解散。

２６日蜷首相，外国人投資家にメガプロジェ

クトの説明。

蜷反首相集会に市民１０万人が参加。

２７日蜷主要野党，下院選ボイコット発表。

３月２日蜷選挙管理委員会，下院総選挙の立

候補受け付けを開始。

３日蜷タクシン支持集会に２０万人参加。

５日蜷民主国民同盟など５万人が王宮前広

場で反首相集会。

蜷上院議員ら，臨時政府設立を国王に請願。

７日蜷砂糖価格１襭当たり３バー
ツ 引き上げを

閣議決定。

８日蜷政策金利，４．５％に引き上げ。

蜷下院選立候補締切。主要野党立候補せず。

９日蜷テマセク社，株式公開買い付け終了。

シン社株の９６％を取得。

蜷プレーム枢密院議長宅前で爆弾爆発。

１０日蜷証券取引委，シン株売却をめぐり首

相の息子に５９８万バー
ツ の罰金決定。

１２日蜷テレビ各局，１９９２年に国王が政府と

反政府勢力の対立を仲裁した映像を放送。

１４日蜷市民約１０万人からなるデモ隊が閣議

開催中の首相府を包囲。

１５日蜷プレーム枢密院議長，首相と反首相

派に和解呼びかけ。

２４日蜷最高行政裁，タイ発電公社（EGAT）

の民営化に違法判決。

２５日蜷国民民主同盟，下院総選挙阻止と国

王への新首相任命直訴を主張する集会を開催。

２７日蜷国家和解委員会，政府に最終報告書

提出。

４月２日蜷下院解散に伴う総選挙実施。

３日蜷国民民主同盟，下院選挙結果無効を

行政裁に提訴。

４日蜷選管，当選者不在選挙区で再選挙実

施決定。

蜷首相，国王と面会後に次期首班辞退を表

明。公務休養を宣言し，首相代行にチッチャ

イ副首相を指名。

７日蜷国民民主同盟，勝利宣言。

重要日誌 タイ ２００６年

２９４



１０日蜷政策金利４．７５％に引き下げ。

１８日蜷深南部３県における非常事態宣言の

３カ月延長を閣議決定。

蜷政府，メガプロジェクトの国際入札停止。

１９日蜷上院選挙実施。与党系候補が過半数

を獲得。

２３日蜷下院選の４０選挙区で再投票実施。

２５日蜷国王，国会開会詔勅への署名を拒否。

最高裁と行政裁に混乱の解決を指示。

２６日蜷アナン国連事務総長来訪。

蜷最高破産裁，TPI 社再建完了を承認。元

オーナー社長プラチャイの経営参加を排除。

２８日蜷タイ先物取引所がオープン。初めて

のデリバティブ市場。

５月１日蜷チャワリット，首相顧問を辞任。

２日蜷カレン人難民１８４１人，ミャンマーか

ら流入。

８日蜷憲法裁判所，下院総選挙に無効判断。

９日蜷行政裁，iTV の番組構成変更を違法

と判断。

蜷憲法，最高，行政の３裁判所，選管委員

に辞職勧告。

１３日蜷韓 ASEAN・FTA 調印。タイは調

印せず。

２２日蜷ナラティワート県小中学校約２００校

が休校。

蜷首相，公務復帰を宣言。

２３日蜷市民団体，首相公務復帰は不法とし

て最高行政裁に提訴。

蜷北部で大洪水。死者行方不明者１１６人。

３０日蜷下院選再投票日を１０月１５日とする選

挙管理委員会提案を閣議承認。

６月１日蜷ソムキット副首相，APEC 経済

閣僚会議出席（ホーチミン）

６日蜷ボーウォンサック内閣官房長官，辞

意を表明。

７日蜷政策金利５％に引き上げ。

１２日蜷国王在位６０年周年記念式典。

１６日蜷首相，カザフスタン訪問。

１８日蜷ナラティワート県の駅で爆弾事件。

南部では３日連続でテロ。死傷者は約３４人。

２４日蜷ウィサヌ副首相，内閣を辞任。

２９日蜷首相，政治的混乱の背後に「憲法外

にある人物」の存在を示唆。

７月１日蜷プレーム枢密院議長，６月２９日の

首相発言に対しメディアを通じて警告。

４日蜷刑事裁判所，下院選挙における選挙

法違反の疑いで選管委員の公判開始。

６日蜷最高検察局，下院選挙の選挙法違反

でタイ愛国党ら５政党の解党を憲法裁に起訴。

蜷南部非常事態宣言の３カ月再延長を決定

１０日蜷訪米中のソムキット副首相，FTA

非公式折衝開始で合意。

１３日蜷憲法裁，タイ愛国党や民主党など５

政党の解党請求の審議を決定。

１９日蜷中銀，政策金利引き上げを見送り。

蜷ソムキット副首相，FTA 締結延期を米

国に連絡。

２３日蜷バンコク都区議選で民主党圧勝。

２４日蜷鳥インフルエンザ，８カ月ぶり再発

生。

２５日蜷刑事裁判所，選挙管理委員長らに懲

役４年の実刑判決。

８月１日蜷ソンクラーなど南部４県で１００件

の連続爆発・放火が発生。

２日蜷首相，ミャンマーを訪問。

１０日蜷首相，カンボジアを日帰り訪問。

１９日蜷バンコク中心地で首相派と反首相派

市民が衝突。

２２日蜷バンコクで北朝鮮脱国者１７０人逮捕。

２４日蜷首相私邸付近で爆破未遂事件。

３０日蜷首相，訪日（～９月１日）。

３１日蜷ヤラー県内全域で銀行を狙った同時

爆破テロ。

タイ

２９５



９月１日蜷携帯電話の番号が１０桁に。

４日蜷ソンティ陸軍司令官，南部武装勢力

との対話路線発表。

８日蜷上院，新選挙管理委員５人を選出。

９日蜷タクシン首相，国際会議出席のため

外遊出発。

１３日蜷バンコクの大学教員と学生，首相退

陣要求デモを開始。

１６日蜷南部ハジャイで連続爆破テロ。

１９日蜷国軍によるクーデタ。国軍と警察は

「国王を元首とする民主主義制度改革団」（以

下，改革団と略記）を設置。

蜷改革団，国王謁見。

２０日蜷改革団，戒厳令公布と５人以上の参

加者による政治集会の禁止を発表。

蜷米国政府，クーデタを遺憾としタイ米

FTA 交渉など対外政策の再検討を示唆。

蜷国王，ソンティ陸軍司令官を改革団の代

表として承認。

２１日蜷市民生活が平常の状態に戻る。金融

市場も取引を再開。

２２日蜷大学教員，学生らが反クーデタ集会。

蜷改革団、国家汚職取締委員会の復活決定。

２５日蜷改革団，タクシン政権汚職捜査のた

め資産調査委員会を新設。

２８日蜷スワンナプーム新国際空港，開港。

蜷最高裁が国家放送委の委員選考手続き無

効判断。

蜷米国政府，タイに対する訓練や装備供給

など軍事関連の２４００万訐の支援停止を発表。

１０月１日蜷改革団，スラユット枢密院顧問官

を首相に指名。自らを国家安全保障評議会と

改称。

蜷暫定憲法公布。国家安全保障評議会に首

相任免権。

２日蜷商務省，グラープケーオ社をテマセ

ク社のノミニーと判定。外国事業法違反とし

て提訴へ。

３日蜷タクシン前首相，タイ愛国党党首辞

任。

４日蜷中国，ラオス，カンボジア，シンガ

ポール，ベトナム各政府，新政権歓迎を表明。

８日蜷北部，中部，東部の広い範囲で洪水。

９日蜷スラユット内閣，発足。

１０日蜷スラユット首相，閣議を初召集。戒

厳令早期解除，経済への信頼回復を確認。

１２日蜷ニット外相，外交方針の継続を確認。

蜷国家安全保障評議会が提出した国家立法

議会の議員候補２４２人を国王が承認。

１３日蜷スラユット首相，東北地方を訪問。

政府政策方針や地方住民支援策について説明。

１４日蜷首相，ラオス公式訪問。初の外遊。

１５日蜷首相，カンボジア訪問。

１６日蜷マレーシアのサイド・ハミド外相，

南部正常化実現に協力する意思を表明。

１７日蜷新中銀総裁にタリサー副総裁を任命。

初の女性総裁。

蜷小売店舗主ら２００人，大規模スーパー開

店反対デモ。

１８日蜷首相，マレーシア訪問。

蜷１月１日から予定されていたオクタン価

９５ガソリン販売禁止の無期延期決定。

１９日蜷国家安全保障評議会，国民会議２０００

人の選考委員１７人を指名。

２０日蜷南部非常事態宣言の３カ月延長を決

定。

蜷国家立法議会開会。

２１日蜷首相，インドネシア訪問。

２３日蜷首相，フィリピン訪問。

２４日蜷国家立法議会議長にミーチャイ元上

院議長を選出。

蜷南部国境県統治センター復活を閣議決定。

２５日蜷バーツ７年ぶり高値，１訐３７．２２バー
ツ

に。

２００６年 重要日誌

２９６



２６日蜷首相，ベトナム訪問。

３０日蜷スラユット首相，ASEAN 中国対話

関係構築１５周年記念サミットに参加（南寧）。

３１日蜷タクシー運転手，クーデタに抗議の

自殺。

１１月１日蜷３０バーツ健康保険制度改定。患者

の負担が無料に。

２日蜷首相，タークバイ，クルーセでのム

スリム住民大量殺害事件について謝罪。

３日蜷検察庁，タークバイ事件の告訴すべ

て取り下げ。

７日蜷財務省国税局，タクシン前首相の子

に課税通知送付。

蜷TOT，CAT，タイ郵政公社など国営通

信関連企業会長に国軍高級将校ら就任。

９日蜷商務省，農民や中小企業のための自

由貿易補償基金委員会第１回会合を開催。

蜷国家立法議会，５人以上の政治集会を禁

じた改革団布告の解除決定。

蜷首相，ブルネイとシンガポール訪問。

１１日蜷ヤラー，ナラティワート，パッタ

ニーなど南部で爆破・襲撃が相次ぐ。

１６日蜷首相，APEC 首脳会議参加（ハノイ）。

１７日蜷プリディヤトーン財務相，２～３桁

宝くじの一時停止を命令。

蜷「CEO 県知事」の名称を廃止。

１８日蜷ニット外相，麻生太郎外相と日タイ

経済連携協定の来年春締結を確認。

２０日蜷投資委員会，エコカー・プロジェク

トの投資奨励策を発表。

２２日蜷商務省，タイ・マレーシア間自動車

関税協議再開を発表。

２３日蜷首相，ミャンマー訪問。

２７日蜷教育相，前政権の教育関係３プロ

ジェクト中止を決断。

２８日蜷バンコクを含む４１県で戒厳令解除。

蜷前政権の１００万頭牛貸与プロジェクト，

農業省が中止決定。

蜷ガソリン給油所の営業時間規制解除。

３０日蜷２～３桁宝くじの法改正に国家立法

議会で批判噴出。政府は法案取り下げ。

１２月２日蜷南部治安当局，１０日間の厳戒態勢

施行。

４日蜷国王，誕生日スピーチで内閣激励。

７日蜷ナラティワート県内で連続爆破事件。

１０日蜷反クーデタ市民団体，９７年憲法復活

を要求し１０００人の集会。

蜷南部で連続爆破・襲撃事件。

１１日蜷国王，国民会議議員１９８２人を任命。

１３日蜷最高行政裁判所，iTV の番組構成変

更に有罪判決。

１８日蜷中銀，バーツ価上昇抑制策導入。短

期投資外貨の３０％を無利子で強制預入。

１９日蜷中銀措置を受け株価１４．８％暴落。

２０日蜷ムクダハーン＝サヴァナケート間で

メコン架橋開通。

２２日蜷日タイ経済連携協定に関する公聴会

開催。

２６日蜷タクシン前首相，汚職捜査に応じる

ため帰国の意思を政府に連絡。

蜷商務省，外資の定義変更方針発表。議決

権数の割合も判定基準とするもの。

蜷前政権による資産の資本化プログラム中

止を閣議決定。

２７日蜷国家安全保障評議会，憲法起草議会

メンバー１００名を選出。

蜷２００７年度予算，国家立法議会を通過。

２９日蜷政党活動を禁じた改革団布告の継続

決定。

３１日蜷バンコクで同時多発爆破テロ。３人

が死亡。

タイ
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参考資料 タイ ２００６年

１ 国家機構図（２００６年１２月末現在）

２９８



（注） ２００２年１０月以後の省庁改革後の各局を表記。ただし各省と
も大臣官房は省略。

（出所） 文民公務員委員会資料および聞き取りから作成。

タイ

２９９



２ 国軍司令官および内閣閣僚名簿

国軍（２００６年１０月１日付異動）

国防省次官 ACM.Vinai Patthiyakul

国軍最高司令官 Gen.Boonsang Niampradit

陸軍司令官 Gen.Sonthi Bunyaratklin

海軍司令官 Adm.Sathiraphan Keyanond

空軍司令官 ACM.Chalit Phukphasuk

内閣（２００６年１０月８日国王承認）

首相 Surayud Chulanont

副首相 M.R.Pridiyathorn Devakula

Kosit Punpiemrat

首相府相 Dhipavadee Meksawan

Thirapat Serirangsan
＊Prasit Kovilakool

国防相 Boonrod Somtad

財務相 M.R.Pridiyathorn Devakula

副相 ＊Sommai Phasee

外相 Nitya Pibulsonggram

副相 Sawanit Kongsiri

観光･スポーツ相 Suwit Yodmanee

工業相 Kosit Punpiemrat

副相 Piyabutr Cholvijarn

社会開発･人間の安全保障相

Paiboon Wattanasiritham

農業･協同組合相 Thira Sutabot

副相 Rungruang Isarangkura

運輸相 Adm Thira Hao-Charoen

副相 Sansern Wongcha-um

天然資源･環境相

Kasem Sanitwong na Ayuthaya

情報･通信技術相 Sutthichai Pokaiudom

商務相 Krirkkrai Jeerapath

エネルギー相 Piyasvasti Amranand

内務相 Aree Wongsearaya

副相 Bunyat Junsena

法務相 Chanchai Likhitjitta

労働相 Apai Chandanachulaka

文化相 Khaisri Sriaroon

科学技術相 Yongyuth Yuthavong

教育相 Wichit Arisa-arn

公衆衛生相 Mongkol Na Songkhla

（注） ＊印は２００６年１１月１８日国王承認の小規

模な（２名のみ）閣僚追加任命。

（出所） タイ首相府ホームページ，新聞記事

などより，筆者作成。

２００６年 参考資料
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主要統計 タイ ２００６年

１ 基礎統計

２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６＊

人 口（１００万人，年央）
労 働 人 口（同上）
消 費 者 物 価 上 昇 率 （％）
失 業 率 （％）
為替レート（１ドル＝バーツ）

６２．６７
３３．９２

１．６
３．２

４４．４８

６３．１４
３４．２５

０．７
２．２

４３．００

６３．６６
３４．８５

１．８
２．０

４１．５３

６４．２０
３５．８２

２．７
２．０

４０．２７

６４．７６
３６．２０

４．５
１．７

４０．２７

６５．２３
３６．７５

４．７
１．４

３７．９３

（注） ＊暫定値。
（出所） 人口は国家経済社会開発庁による推計値（http : //social.nesdb.go.th）。他は，タイ中央銀行

（http : //www.bot.or.th/bothomepage/databank/EconData/EconData_e.htm）

２ 支出別国民総生産（名目価格） （単位：１０億バーツ）

２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５＊ ２００６＊

民 間 消 費
政 府 消 費
総 固 定 資 本 形 成
在 庫 増 減
財 ・ サ ー ビ ス 輸 出
財 ・ サ ー ビ ス 輸 入
国 内 総 生 産 支 出
国 内 総 生 産（GDP）
海 外 純 要 素 所 得
国 民 総 生 産（GNP）

２，９４１．０
５８１．１

１，１８１．３
５５．８

３，３８０．８
３，０４７．６
５，０９２．４
５，１３３．５

―８５．１
５，０４８．４

３，１２０．０
６０３．９

１，２４３．２
５４．１

３，４９９．０
３，１３４．３
５，３８５．９
５，４５０．６

―８８．６
５，３６２．０

３，３８５．６
６３６．０

１，４２４．２
５３．３

３，８８６．６
３，４８５．３
５，９００．４
５，９１７．４

―１１１．０
５，８０６．３

３，７０９．１
７２０．５

１，６８１．８
５８．０

４，５８７．９
４，２７２．７
６，４８４．５
６，４８９．８

―１２６．２
６，３６３．７

４，０４８．７
８４２．３

２，０５３．２
１７８．６

５，２３０．４
５，３２４．１
７，０２９．０
７，０８７．７

―１６９．９
６，９１７．７

４，３８２．７
９０６．６

２，２３２．１
―５２．８

５，７６１．２
５，４５５．５
７，７７４．３
７，８１３．１

―１５７．２
７，６５５．９

（注） ＊暫定値。
（出所） 国家経済社会開発庁（http : //www.nesdb.go.th/Default.aspx?tabid=１４７）。

３ 産業別国内総生産（実質：１９８８年価格） （単位：１０億バーツ）

２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５＊ ２００６＊

農 ・ 畜 産 ・ 漁 ・ 林 業
う ち 農 ・ 畜 産 ・ 林 業
鉱 業
製 造 業
建 設 業
電 力 ・ 水 道
運 輸 ・ 通 信
卸 ・ 小 売 業
金 融 業
不 動 産 業
行 政 ・ 国 防
サ ー ビ ス
国 内 総 生 産（GDP）
GDP 成 長 率（％）

３２０．０
２７０．２
６４．６

１，１１１．５
７６．５

１０３．９
３１０．１
４６９．６
８５．８

１２２．４
９８．８

３１０．４
３，０７３．６

２．２

３２２．２
２７２．４
７１．７

１，１９０．８
８０．６

１１０．１
３３１．２
４７９．７
９５．７

１２８．４
１０５．３
３２１．３

３，２３７．０
５．３

３６３．０
３０７．６
７６．６

１，３１８．３
８２．８

１１５．２
３４０．６
４９３．７
１１１．８
１３４．６
１０８．４
３２３．０

３，４６８．２
７．１

３５４．２
２９６．７
８０．８

１，４２６．１
８８．８

１２２．５
３６６

５１６．３
１２５．７
１４３．６
１１１．６
３５０．３

３，６８５．９
６．３

３４２．９
２８８

８７．９
１，５００．１

９４．２
１２９

３８３．５
５３８．３
１３５．１
１５０．４
１１８．５
３７１．４

３，８５１．３
４．５

３５８．１
３０１．７
９１．３

１，５９１．９
９８．８

１３５．６
４０５．３
５５２．７
１３９．１
１５３．５
１２２．８
３９４．６

４，０４３．６
５．０

（注） ＊暫定値。
（出所） 国家経済社会開発庁（http : //www.nesdb.go.th/Default.aspx?tabid=１４７），タイ中央銀行

（http : //www.bot.or.th/bothomepage/databank/EconData/Thai_Key/Thai_KeyE.asp）。
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４ 国・地域別貿易 （単位：１００万バーツ）

２００３ ２００４ ２００５ ２００６
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入

日 本
Ｎ Ａ Ｆ Ｔ Ａ

ア メ リ カ
Ｅ Ｕ

ド イ ツ
イ ギ リ ス

Ａ Ｓ Ｅ Ａ Ｎ
シンガポール
マレーシア
インドシナ諸国

中 国
香 港
台 湾
韓 国
中 東

４７１，９５６
６２１，１８５
５６５，０９５
４８８，３９２
７４，４１８

１０７，１０９
６８４，９４３
２４３，１０８
１６０，５０８
１１８，１８９
２３６，０５８
１７９，１３７
１０７，１９２
６５，８１６

１１９，５９５

７５５，８９６
３１９，６８３
２９６，３３１
３１４，１３８
１０５，０８０
３８，５２４

５２２，０７１
１３５，３２７
１８７，８０２
５５，９５９

２５１，０７２
４４，４５７

１３３，７１９
１２０，６４３
３１２，３５６

５４１，７６３
６８３，９２０
６２２，７２５
５７９，６７１
７２，３５５

１２１，７９３
８５２，５９２
２８２，００９
２１３，２５０
１５２，２１３
２８５，７５４
１９８，２８７
１０４，５５７
７４，５３５

１４８，５３３

９０１，１２２
３１７，７６６
２９１，１９７
３８０，３８０
１１４，３７４
５１，２０４

６４０，３７２
１６７，３６８
２２３，４７９
７７，９２９

３２９，６６２
５３，５９４

１６０，１２９
１４４，３０５
４３７，１１２

６０３，１７７
７４０，４８８
６８０，３３０
６０３，１１６
８０，２９９

１１２，０８８
９７６，１５３
３０８，１１５
２３２，９１４
１９０，９２７
３６７，４０５
２４７，０４５
１０８，８８３
９０，５８０

１７９，２５４

１，０４７，００４
３７８，５５７
３４９，４３７
４３４，８０６
１２８，７４９
５１，４２９

８７０，００６
２１６，５２２
３２５，３４１
１１８，２６７
４４８，９９１
６０，４３３

１８１，１４９
１５６，１９６
６１４，４９０

６２６，９４８
８１４，２４０
７４２，６０８
６８６，４７７
８８，６９５

１２９，７１４
１，０３１，５０３

３１８，９９５
２５２，３８８
２３２，０４９
４４５，８６５
２７３，０３２
１２８，３２０
１００，２６１
２１７，５７９

９７８，９６６
３５４，８５２
３２６，８０８
４２７，６８０
１２４，３５４
４９，５３９

８９７，７６８
２１７，０５７
３２０，６１２
１４３，２４０
５１５，７７３
５９，０１７

１９５，１８８
１９１，９４４
６９６，５１４

合 計３，３２５，６３０３，１３８，７７６３，８７４，８２４３，８０１，１７１４，４３９，３１１４，７５４，６３７４，９４６，４５２４，８７１，６３５

（注） インドシナ諸国はカンボジア，ベトナム，ラオス，ミャンマーの合計値。EU は２００３年まで１５
カ国，２００４年から２５カ国の合計値。

（出所） タイ中央銀行（http : //www.bot.or.th/bothomepage/databank/EconData_e.htm）。

５ 国際収支 （単位：１００万バーツ）

２００２ ２００３ ２００４ ２００５＊ ２００６＊

経 常 収 支
貿 易 収 支

輸 出
輸 入

サ ー ビ ス 収 支
輸 送
旅 行
そ の 他 の サ ー ビ ス

所 得 収 支
雇 用 者 報 酬
投 資 収 支

経 常 移 転 収 支
資 本 収 支

直 接 投 資
証 券 投 資

株 式
債 券

そ の 他 の 投 資
誤 差 脱 漏
外 貨 準 備 増 減

２０２，２２４
１１８，２２４

２，８３７，６６３
―２，７１９，４３９

２１５，３４８
７９，２５３

１９７，９４４
―６１，８４９

―１５７，２７０
５９，２５１

―２１６，５２１
２５，９２２

―８０，７３１
１３６，８１９
―７０，５３７
２３，２１２

―５４，５０７
―１４７，０１３
５９，３２８

―１８０，８２１

１９７，２７５
１５５，５８７

３，２３３，１１６
―３，０７７，５２９

２０８，７５０
７０，６８２

２０３，８５１
―６５，７８３

―２０５，９７６
６６，５７１

―２７２，５４７
３８，９１４

―２００，１７３
１９１，１３９

―５，１１８
７２，２８３

―３７，５８０
―３８６，１９４

５，０７７
―２，１７９

１１０，１２９
５８，７９３

３，８２２，８０２
―３，７６４，００９

２１２，００１
７６，９０４

２２１，８９２
―８６，７９５

―２４６，６７１
６５，１２４

―３１１，７９５
８６，００６

１４９，３６３
２３２，７６１
１２６，１６８
５３，２３５
２２，７８７

―２０９，５６６
―２９，５６５

―２２９，９２７

―３１１，０８５
―３３７，９７７

４，３９９，８２４
―４，７３７，８０１

１９２，００６
２６，４３４

２３２，４５５
―６６，８８４

―２８６，０３０
４７，７１０

―３３３，７４０
１２０，９１６
５０６，８５０
３３７，７０７
２４６，５８６
２２５，７１５
７９，４００

―７７，４４３
２５，６７２

―２２１，４３７

１１７，６７０
７９，７５３

４，８４９，２４７
―４，７６９，４９４

１６６，３８３
２５，８２０

２９６，０２１
―１５５，４５７
―２５６，１９５
５３，９８５

―３１０，１８０
１２７，７２９
２８８，３５６
３３７，６９６
１５３，９８６
２１５，７３０

２，７７０
―２０３，３２６
７１，４９９

―４７７，５２５

（注） ＊暫定値。
（出所） 表４に同じ。
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